
◎東日本大震災からの復興のための施策を実施するために必要な

財源の確保に関する特別措置法及び財政運営に必要な財源の確

保を図るための公債の発行の特例に関する法律の一部を改正す

る法律 
（平成二八年三月三一日法律第二三号）   

一、提案理由（平成二八年二月一六日・衆議院財務金融委員会） 

○麻生国務大臣 ただいま議題となりました東日本大震災からの復興のための施策を実

施するために必要な財源の確保に関する特別措置法及び財政運営に必要な財源の確保を

図るための公債の発行の特例に関する法律の一部を改正する法律案及び所得税法等の一

部を改正する法律案につきまして、提案の理由及びその内容を御説明申し上げさせてい

ただきます。 

 まず、東日本大震災からの復興のための施策を実施するために必要な財源の確保に関

する特別措置法及び財政運営に必要な財源の確保を図るための公債の発行の特例に関す

る法律の一部を改正する法律案につきまして御説明をさせていただきます。 

 政府は、東日本大震災からの復興のために実施する施策に必要な財源を確保するため、

復興債の発行期間を平成三十二年度まで延長する等の措置を講ずることとするとともに、

最近における国の財政収支が著しく不均衡な状況にあることに鑑み、平成二十八年度か

ら平成三十二年度までの間の財政運営に必要な財源の確保を図るため、これらの年度に

おける公債発行の特例措置を講ずることとし、本法律案を提出した次第であります。 

 以下、この法律案の内容につきまして御説明申し上げます。 

 第一に、復興債の発行期間を平成三十二年度までの五年間延長するとともに、財政投

融資特別会計投資勘定から国債整理基金特別会計への繰入金及び日本郵政株式会社の株

式処分収入を復興債の償還費用に充てる等の規定を整備することといたしております。 

 第二に、二〇二〇年度のプライマリーバランス黒字化目標や経済・財政再生計画を踏

まえ、平成二十八年度から平成三十二年度までの五年間、各年度の予算をもって国会の

議決を経た金額の範囲内で、特例公債を発行できるようにする等の規定を整備すること

といたしております。 

……………（略）…………… 

 以上が、東日本大震災からの復興のための施策を実施するために必要な財源の確保に

関する特別措置法及び財政運営に必要な財源の確保を図るための公債の発行の特例に関

する法律の一部を改正する法律案及び所得税法等の一部を改正する法律案の提案の理由

及びその内容であります。 

 何とぞ、御審議の上、速やかに御賛同賜りますようよろしくお願いを申し上げます。

二、衆議院財務金融委員長報告（平成二八年三月一日） 

○宮下一郎君 ただいま議題となりました両法律案につきまして、財務金融委員会にお

ける審査の経過及び結果を御報告申し上げます。 



 まず、東日本大震災からの復興のための施策を実施するために必要な財源の確保に関

する特別措置法及び財政運営に必要な財源の確保を図るための公債の発行の特例に関す

る法律の一部を改正する法律案は、東日本大震災からの復興のために実施する施策に必

要な財源を確保するため、復興債の発行期間を平成三十二年度まで延長する等の措置を

講ずるとともに、最近における国の財政収支が著しく不均衡な状況にあることに鑑み、

平成二十八年度から平成三十二年度までの間の財政運営に必要な財源の確保を図るため、

これらの年度における公債発行の特例措置を講ずるものであります。 

……………（略）…………… 

 復興財源確保法及び特例公債法改正案は去る二月九日、また所得税法等改正案は十六

日、それぞれ当委員会に付託され、同日麻生財務大臣から両案について提案理由の説明

を聴取し、翌十七日から質疑に入り、二十四日には安倍内閣総理大臣に対する質疑、二

十九日には参考人からの意見聴取、本日、再度、安倍内閣総理大臣に対する質疑を行い、

質疑を終局いたしました。 

 質疑終局後、復興財源確保法及び特例公債法改正案に対し、民主・維新・無所属クラ

ブから修正案が提出され、趣旨の説明を聴取いたしました。 

 次いで、両案及び修正案を一括して討論を行い、順次採決いたしましたところ、修正

案は賛成少数をもって否決され、両案はいずれも賛成多数をもって原案のとおり可決す

べきものと決しました。 

……………（略）…………… 

  以上、御報告申し上げます。 

三、参議院財政金融委員長報告（平成二八年三月三一日） 

○大家敏志君 ただいま議題となりました両法律案につきまして、委員会における審査

の経過及び結果を御報告申し上げます。 

……………（略）…………… 

 次に、政府提出の東日本大震災からの復興のための施策を実施するために必要な財源

の確保に関する特別措置法及び財政運営に必要な財源の確保を図るための公債の発行の

特例に関する法律の一部を改正する法律案は、東日本大震災からの復興のために実施す

る施策に必要な財源を確保するため、復興債の発行期間を延長する等の措置を講ずると

ともに、平成二十八年度から平成三十二年度までの間の各年度における公債発行の特例

措置を講じようとするものであります。 

 委員会におきましては、両法律案を一括して議題とし、一つの法律案で復興財源確保

法と特例公債法の改正を行う問題点、複数年度にわたる特例公債の発行を規定すること

の是非、プライマリーバランス黒字化目標の達成に向けた道筋等について質疑が行われ

ましたが、その詳細は会議録によって御承知願います。 

 質疑を終了し、討論に入りましたところ、民進党・新緑風会を代表して礒崎哲史委員

より、大久保勉君外七名発議の平成二十八年度特例公債法案に賛成、政府提出の復興財



源確保法及び特例公債法改正案に反対、日本共産党を代表して小池晃委員より、政府案

に反対する旨の意見がそれぞれ述べられました。 

 討論を終了し、順次採決の結果、大久保勉君外七名発議の平成二十八年度特例公債法

案は賛成少数により否決すべきものとし、政府提出の復興財源確保法及び特例公債法改

正案は多数をもって原案どおり可決すべきものと決定いたしました。 

 なお、復興財源確保法及び特例公債法改正案に対し附帯決議が付されております。 

 以上、御報告申し上げます。 

○附帯決議（平成二八年三月三一日） 

 政府は、次の事項について、十分配慮すべきである。 

一 本法律案の成立により、平成二十八年度から平成三十二年度までの間、当該各年度

の予算をもって国会の議決を経た金額の範囲内で特例公債の発行が可能となることに

鑑み、将来世代に負担を先送りする特例公債の発行に当たっては、財政規律の維持に

留意し、野放図な発行を厳に慎み、発行額の抑制に努めることにより、子や孫の世代

に対する責任を果たすよう財政運営を行うこと。また、平成三十三年度以降は、財政

法第四条の原則に基づき、適切な措置を講ずること。 

一 日本国憲法で予算の単年度主義を定める意義に鑑み、財政規律の維持、特例公債発

行額の抑制は、財政民主主義に基づく国会の責務であり、権能であることを踏まえ、

再考の府である参議院として、平成二十八年度から平成三十二年度までの特例公債の

発行に対する抑止力を十分に発揮できるよう、政府は、財政規律維持の観点から必要

な説明責任を十分に果たすこと。 

一 政府は、国及び地方公共団体のプライマリーバランスを平成三十二年度までに黒字

化する目標の実現に向けて万全を尽くすため、中長期の財政健全化への道筋について、

法制化を含め検討すること。 

一 大量の国債発行が継続している現状に鑑み、国債価格の長期的な安定化に向けて注

視するとともに、財政の健全化と投資家の多様化に向けて一層の努力を行うこと。 

  右決議する。 


